









































































































































































































































































































































































































1995 12.11 10.17 6.70 0.85
2000 12.67 10.46 7.10 0.96
2005 13.08 13.01 9.07 1.36
2010 13.41 13.32 8.92 1.57
2015 13.75 16.15 10.47 1.90
2020（予測） 14.33 16.96 11.93 1.95
2025（予測） 14.45 20.14 13.49 2.10
2030(予測） 14.44 24.10 16.34 2.70
2035（予測） 14.39 26.89 19.67 3.68
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(割合） (割合） (割合） (割合） (割合） (割合）
2006 1894(12.9%) 940（6.4%） 370(9.6%) 194（5.0%） 1524（14.1％） 746（6.9%）





















































































































































































































































































































































































9 I 0：1 2,“0～3,000 40代




9 1 0：1 2,0鋤～3,鋤0 50代
血圧測定、欝道、散
髪サービス




8 1 0：1 2,0“～3.0” 30代




10 1 0：1 2,0“～3,0“ 40代




10 1 Og1 2,0“～3,000 20代


































































































A ○ 。 ○ ○ 0 。 × ● ◎ ･ 。 × 。 × ○ × 。 ◎
C
G
8 ● ◎ × ○ 0 ● ● ● × ● × ･ ･ × 。 × × ●；
C ○ 0 × ･ ◎ ･ ● × ● 0 × × ○ × 0 ● × ×
、 ○ × × ○ 。 ･ ○ ● 0 ● × ･ ○ ○ ● ･ × ×
。?。。、?。?????。』
2 ･ × × ･ 。 ･ × ● × × × ● ･ ○ 。 ● × ×
????。????
ド ｡ × ◎ ○ 0 ● × ● × × × × ◎ × × × 漣 ×
???????






















0:3 正規：1,000=2,000 60代 健康証
食堂：1
センター：2















































































































































1 A 3つ星 7





4 ， 3つ星 7
5 E 2つ星 5
6 F 2つ星 5
出所）調査をもとに筆者作成
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し,2015年末まで1年間を運営していた介護セン
ターを対象に，クラス評定を行った。1つ星，2
つ星,3つ星というランクを付け，それぞれに対
し3万元，5万元，7万元の補助金を支給してい
る（表14)。
4.3「社区養老」の抱える問題
4.3.1公設公営型の介護センターの問題点
公設公営型の介護センターにおいて，政府の補
助金への依存度の高さ，サービスの不足，職員の
専門性の不足等の問題がある。
①運営資金不足
運営資金は主に,政府の補助金によって賄われ，
この他に社区自身の資金集め，食堂の運営収入，
小額の民間寄付金等がある。しかしながら，食堂
は無償あるいは低償で提供されているため，収入
は極めて少なく，民間の寄付金も不確定なもので
ある。これからは，安定且つ充実した運営資金を
保障することは課題であると考えられる。
②サービスの不足
公設公営型の介護センターは，主に食事サービ
スとサービス施設の利用を提供している。しか
し，デイサービスはほとんど提供されておらず，
食堂の利用者も限定されている。特に，現地調査
の時に，介護センター全体の状況を紹介する掲示
板には，デイサービスや家事等の居宅養老サービ
スを提供すると書かれていたが，実際的には提供
されていなかった。もし，社区内の高齢者が本当
にサービスを利用したい場合は，民間の家政会社
を紹介することになっている。このことはサービ
スを利用したい高齢者に不利益をもたらし，政府
に対する不信感を高めるのではないかと考えられ
る。
③職員の専門性
国が定めた高齢者サービスに関する資格とし
て，「家政服務員｣，「養老護理員」等がある。し
かしながら，今回調査した4つの公設公営型の介
護センターにおいて，職員の全員がそれらの資格
を持つことなく，健康証だけを持っている。
4.3.2公設公営型の介護センターの問題点
また，公設民営型の介護センターにおいては，
食堂の問題，デイサービス利用対象者の限定，専
門的サービスの不足等の問題がある。
①食堂の問題
食堂は利用者制限がなく，だれでも利用できる。
利用者の範囲を拡大することで，社区内の居民に
食事上の便利を提供することもできるし，売上も
増加できると考えられる。しかし，これは高齢者
向けの施設として位置づけられていることから，
その食堂の対象者を一般人まで拡大することは論
理的に矛盾しているのではないかと考える｡また，
食堂を運営する際に，高齢者の特性を考慮し，高
齢者向けの料理（柔かいもの・栄養管理等）が必
ずしも提供されている保障はない。さらに，民営
のため，利用料金は事業主によって自由に決めら
れるため，高齢者に不利益をもたらす可能性があ
ると思われる。
②デイサービスの利用対象者の限定
デイサービスの利用は，利用者の身体状況を考
慮し，主に自立高齢者や「軽度依頼」のある高齢
者を対象にしている。高齢者が「中度依頼」或は
｢重度依頼」の状態になっても可能な限り社区内
で生活していくことができるように支援すること
が課題である。
③専門的サービスの不足
現在，行われている介護サービスは主に，簡単
な身体介護サービスと日常生活支援サービスであ
る。食事の介助や排泄等の介護サービスは不足し
ており，精神的な介護サービス，例えば，認知症
への対応も遅れている。専門的な介護サービスの
充実と質の向上がこれからの課題となると考えら
れる。
5．「社区養老」に関する考察
5.1サービス施設が整備される理由
5.1.1高齢者の余暇生活を豊かにしたいサービ
ス施設
「社区養老」方式の発展の歴史を振り返ると，
中国都市部における「社区養老」方式の現状と展望一漸江省紹興市の事例を中心として－83
介護センターの前身が「高齢者活動室（中国語
では老年活動室)」や「星光高齢者之家（中国語
では星光老人之家)」等であると言える。1994～
2000計画において,｢2000年以前，余裕のある県
級以上の都市部は高齢者活動センター（中国語で
は老年活動中心)，都市部社区及び郷鎮は高齢者
活動ステーション（中国語では老年活動駅)，居
民委員会及び農村行政村は高齢者活動室を整備す
べき」という指示が出された。そして,2001年に
実施された「星光計画」によって，「星光高齢者
之家」の構築が進められ，3年後32,490カ所が建
てられた。その後，「星光高齢者之家」の廃業・
不正利用等の問題が指摘され，現在「高齢者活動
室」や「星光高齢者之家」等は改築・合併され，
介護センター内のサービス施設の一部として，機
能している。
サービス施設が整備される理由を検討する時
に，まず「高齢者活動室」の整備が政府に求めら
れる経緯を検討する必要がある。1994～2000計
画の第20項において，「老いても楽しめる（中国
語では老有所楽)」を実現し，高齢者の文化娯楽
と体育の面での生活を豊にするという目標が掲げ
られた。「高齢者活動室」の整備もその要求の1
つとして提示された。ここから分かるように,｢高
齢者活動室」の利用は高齢者の余暇時間の過ごし
方の1つとして，高齢者の心も体も元気になるこ
とが政府に期待されている。
それでは，なぜ高齢者の余暇生活を豊かにした
いのか。現在の中国の高齢者の精神実態を把握す
る必要がある。2000年に，常に孤独を感じた高齢
者の割合について，都市部では22.6％，農村部で
表15常に孤独を感じた高齢者の割合
類別年次（年） 都市部（％） 農村部（％）
2000 22.6 33.1
2006 18.0 30.9
2010 16.5 28.6
出所）「2006年中国城郷老年人口状況追跡調査数拠
分析』と『2010年中国城郷老年人口状況追跡
調査数拠分析』のデータを参考に筆者作成
は33.1％である（表15)。その原因としては，高齢
者が子女と別々に住んでいることや，退職後の余
暇時間の長期化，社会の発展に追いつかないこと
等が考えられる。
このような現状の中で，サービス施設の役割を
検討してみよう。まず，チェスルーム，書画室，
室外運動室等のサービス施設が整備されているこ
とで，高齢者は自分の趣味を楽しむ「活動の場」
が確保された。また，友人との交流や地域社会に
おける近隣の交流ができ，「出会いの場」として
も機能している。同時に，お互いの見守りや，相
互援助の役割も期待できる。そして，パソコン教
室や高齢者大学等は，「教育の場」として機能し，
高齢者の「無力感」を減少し，「満足感」や「自
己肯定感」を強めることができる。
5.1.2高齢者の食事問題を解決したいサービス施設
それでは，なぜすべての介護センターに食堂が
整備されているのだろうか。
加齢による体の変化により，高齢者にとって，
日々の食事の用意が大変になってきた。こういう
困難を抱える高齢者を支援することが必要であ
る。紹興市の場合では，公設公営型の食堂を創設
し，対象者を限定して無料或は低価格で食事サー
ビスを提供している。具体な利用条件は社区ごと
に違うが，一般的に年齢や経済条件等を調査し，
対象者を選出する。例えば，後期高齢者や，「三
無高齢者｣，貧困高齢者等が挙げられる。
また，民営化が進んで，公設民営型の食堂も増
えてきた。民営の食堂は対象者の制限がなく，誰
でも利用できる。利用料金は市場原理によって決
められるが，料理の種類は多様であり，高齢者の
選択の範囲が広い。
ここからわかるように，食堂は，最初には一部
の困難を持っている高齢者の食事問題を解決する
ものであり，救済的な性質を持っている。民営化
に伴い,民営の食堂では対象者の制限が解除され，
一般の高齢者も利用できるようになり，「食事支
援の場」として機能していると考えられる。
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5.2介護センターが整備される理由
高齢化の進化に伴い，要介護高齢者も増加し，
介護サービスに対するニーズも高まっている。高
齢者の介護問題が深刻になっていく新しい状況を
対応するために，介護センターの構築が進められ
た。
5.1.1で検討されたように，「星光高齢者之家」
の廃業・不正利用等の問題を改正し，既存資源を
活用するために，多くの介護センターは「高齢者
活動室（或は高齢者活動ステーション，高齢者活
動センター)」や「星光高齢者之家」等の高齢者
向けの施設の改築・合併によって構築された。特
に，紹興市の場合では，2014年から，「社区居宅
養老サービスセンター」の名称を全面的に「社区
居宅養老サービス介護センター」に改正すること
が政府に要求された。「介護」という言葉を加え
たことから，高齢者施設をただの娯楽施設から介
護サービスの充実している施設へ転換したいとい
う政府の姿勢が伺える。
5.3「社区養老」と「社区居宅養老」の違い
2011～2015計画において，中国の社会養老
サービスシステムは，「居宅養老｣，「社区養老｣，
｢施設養老」という3つの方式から構成される。
｢社区養老」方式は，「主に日中において家族がい
ない，或は家族がいても介護できない社区内の高
齢者を対象者とし，デイサービスと居宅養老支援
という2つの機能を発揮する｣と規定されている。
しかし，紹興市の地方計画「養老サービス業の
発展をさらに加速させる意見（中国語では紹興市
人民政府関子進一歩加快養老服務業発展的意見)」
においては，「社区養老」方式の概念規定に関す
る説明は行われておらず，主に目標と施策展開の
方針が規定されている。「居宅養老」方式と「社
区養老」方式に関する措置は「都市部と農村部に
おける居宅養老サービスシステムを整える」に含
まれ，包括的に進められているようである。現場
でも「社区養老」サービスと「居宅養老」サービ
スが介護センターによって包括的に提供されてい
ることから，「社区養老」と「居宅養老」の総称
として，「社区居宅養老」という言葉が使われて
いるのではないかと考えられる。ただし，「社区
居宅養老」は正式的に国の計画や法律の中で使用
されていないため，現段階ではあくまでも地方や
現場での便宜上の呼び方である。今後は法制度で
｢社区養老」や「社区居宅養老」の概念を定義し，
確認する必要性があるのではないかと考えられる。
5.4要介護度の判断基準と言葉使いの違い
国が『高齢者能力評価』を公表し，4項目の1
級指標（日常生活活動,精神状態,感知覚とコミュ
ニケーション，社会参与）と22項目の2級指標に
よって，高齢者を「能力健全｣，「軽度失能｣，「中
度失能｣，「重度失能」という4等級に分けている。
紹興市はそれに従い独特の評価基準『越城区生活
自立能力評価表』を作り,｢食事｣,｢個人衛生｣,｢更
衣｣，「トイレの使用｣，「移動」という5項目の指
標によって，「正常｣，「軽度依頼｣，「中度依頼｣，
｢重度依頼」の4等級で評価している。『高齢者能
力評価』の指標が『越城区生活自立能力評価表』
の指標より数多く，複雑であるから，地方ではよ
り実用的な評価方法を使用したのではないかと
考えられる。また，『高齢者能力評価』では「失
能｣，『越城区生活自立能力評価表』では「依頼」
という言葉を使っている。「失」は「失う。失く
す24)｣，「能」は「能力25)」という意味であるから，
｢失能」は「能力を失う」という意味である。ま
た，「依頼」は「依存する。頼る26)」という意味
である。「失」の字が入っているのはイメージが
悪いことから，「失能」という名称を使用せず，
地方では「依頼」という呼び方に変更したのでは
ないかと考えている。日本でも，法律上の表記は
｢障害」が一般的であるが，官公庁や，行政機関
では「障がい」とひらがなに書くところも多いと
思われる。例えば大阪市では2013年の9月から，
順次「障がい」の表記を使うようにすることを決
定した。ここで強調したいのは,中国の地方では，
言葉使いの問題に配慮する動きが始まっていると
ころである。「能力の喪失した人」よりは，「何か
の支えが必要な人」の表現が柔らかく，高齢者本
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人も受入れやすいのではないかと考えている。
5.5高齢化の進行に対応できなくなる懸念
前述したように，「社区養老」方式は，主に自
立度の高い高齢者や「軽度失能」の高齢者を対象
者に，簡単な身体介護サービスと日常生活支援
サービスしか提供していない。
「全国都市部と農村部における失能老年人の状
況に関する研究」によると，2006年に，中国の要
介護高齢者｢失能高齢者」は,高齢者総人口の6.4％
を占め,その中に「軽度失能」高齢者,「中度失能」
高齢者，「重度失能」高齢者それぞれが占める割
合は5.4%,0.3%,0.7%である。このことから，中
国の高齢者の特徴として，全体的に若くて元気な
高齢者が多く，要介護の高齢者の中でも「軽度」
の高齢者が多いことが分かる。
「社区養老」方式は一定程度において現在の高
齢者の生活を支えることができるが，今後要介護
高齢者と後期高齢者の増加が予測されているた
め，社区の衛生服務ステーション（医療施設）と
連携し，社区の介護環境を改善し，介護能力を高
め，サービス利用者の範囲を拡大することが課題
であると考えられる。
5.6民営化の傾向と民間に依存することへの懸念
2000年，「社会福祉の社会化の実現を早める意
見」が出され，社会化の1つの要求として，投資
主体の多元化が求められた。即ち，高齢者サービ
ス事業に関する民間参入が進められてきた。中国
では近年，「高齢者福祉産業」は新たなビジネス
として話題となっている。
調査の時に，「社区養老」方式に関する今後の
計画を聞くと,A社区の居民委員会の担当者は
｢専門化と丁寧な仕事の仕方をしたい」と答えた。
方法として，これからさらに民営化を維持し，専
門化を進めたいという態度を示した。また,C社
区の居民委員会の担当者に，民間に委託した理由
を聞くと，「人手不足だから民間に委託した」と
回答された。そして,E社区の居民委員会の担当
者は,「現在は新しい介護センターが建設中であ
り，今後は民間に委託する」と答えた。
紹興市，ひいては全国において，これから民間
参入の拡大は避けられないと思われる。民営化に
よって，サービスの多様化・専門化が求められ，
専門的な介護の担い手も増える点は肯定すべきで
ある。しかし，今積極的に参入しているのは営利
企業であるから，高齢者の少ない社区や農村部等
の利益の拡大が見込めない地域には積極的に進出
したくないと思われる。それゆえ，政府は公営型
の介護センターで働いている職員に専門的な職業
訓練の機会を提供し，職員の専門知識の充足や技
能の向上を支援することが大事である。そして，
非営利組織の成長を支援し，介護センターの運営
を非営利団体に委託することも意味があると考え
られる。最も重要なのは，良質なサービスの提供
を確保するために，政府の責任を考慮しなければ
ならないことである。法律を通じて，「参入規制」
や，「補助制度｣，「監査制度」等を制定し，「情報
公開」や「公平な競争｣，「価格の適切化」等を求
めなければならない。
おわりに
以上，中国では急速な高齢化が進み，家族にお
ける介護能力が低下していき，「施設養老」方式
にも一定の限界があるなかで，「社区養老」方式
が社会養老サービスシステムの一環として進めら
れてきた。「社区養老」方式は，今なお模索の段
階にあるため，その概念は明確に定義されていな
い。本論文は2011～2015計画における「社区養
老」方式の概念規定を検討し，現地調査を通じ
て，計画における「社区養老」方式の不明瞭な記
載を，具体化することができた。
現地調査によると，「社区養老」方式における
デイサービスには主に入浴・散髪・食事・洗濯・
昼間の預かり．爪先の手入れ等の通所サービスが
あり，居宅養老支援とは「96345」ホットライン
(居宅養老サービスプラットフォーム）の構築や，
｢ワンタッチ通報機」の設置,介護センターのサー
ビス施設のバリアフリー化と高齢者への無料開放
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等である。社区内のサービス施設は表10の通りで
ある。また，サービスの量と質の改善方法として
は，中国政府は民営化を通じて，資金や人員不足
の苦境を改善し，社区におけるサービスの供給量
の拡大と専門性の向上を求める傾向が伺える。そ
して，現地調査の結果を踏まえ，公設公営型と公
設民営型の介護センターの問題点を検討した。
また，文献調査と現地調査の結果を関連づけ
て，「社区養老」方式に関する考察を行った。ま
ず，サービス施設や介護センターが整備される理
由や，「社区養老」と「社区居宅養老」の違いを
検討した。現場では「社区養老」サービスと「居
宅養老」サービスが介護センターによって包括的
に提供されていることから，「社区養老」と「居
宅養老」の総称として，「社区居宅養老」という
表現が使われ，誤解や勘違いを起こしてしまう原
因となっていると考えられる。また，紹興市は，
国の『高齢者能力評価』を参照し，独自の評価基
準『越城区生活自立能力評価表』を作成し，使用
していることや，高齢者に関する言葉使いの問題
に配慮する動きが始まっていることを指摘した。
さらに，「社区養老」方式が高齢化の進行に対応
できなくなることや，民営化の傾向と民間に依存
することへの懸念を示した。
最後に，「社区養老」方式の発展に対して，そ
の問題点に基づいて提言を試みる。
まず，運営主体の多様化について検討してみよ
う。中国における福祉の社会化の流れによって，
介護センターの運営は，民間，特に営利会社に委
託する傾向がある。中国政府は，民営化を通じ，
資金や人員不足の苦境を改善し，社区における
サービスの供給量の拡大と専門性の向上を求める
傾向が伺える。しかし，経済的に発達していない
地域には民間の営利会社が進出したくないし，公
設公営型の介護センターも様々な問題と限界があ
ると考えられる。
政府は方向性の見直しを図る必要性があり，非
営利組織の役割を重視し，公営型と民間非営利型
の介護センターに対する支援・指導を拡大する必
要性があると考える。
次に，政府による公的規制と責任について検討
してみよう。福祉施設の管理を強化するために，
1999年12月に，中国政府は「社会福祉施設管理暫
定規則｣,2001年2月には「高齢者福祉施設の基
本規範」を制定した。紹興市においても，2012年
に，「越城区社区居宅養老サービスエ作審査評定
方法（試行)｣,2014年に「紹興市都市部と農村部
における社区居宅養老サービ介護センター建設の
規範化に関する意見」が出された。しかし，これ
らは臨時的な措置であり，長期的に持続可能な制
度の確立が必要であると考えられる。
特に，介護センターの運営を民間の営利会社に
委託する場合，適切なサービス内容を提供してい
るのか，適切な値段が付けられているのか等につ
いて,政府の指導監督が必要である。そのために，
同じ内容のサービスの名称の統一や，利用料金の
基準の指定，サービスの質の確保･向上等を図る
｢指導」が必要となるし，サービスの質の評価や
事業所に対する監督等が可能となる「審査」制度
や，指定基準違反や不正請求が発見された場合の
｢処分」制度を整備しなければならない。
最後に，サービス施設の利用について検討して
みよう。サービス施設は無料開放化されたが，
チェスルーム，休憩室，視聴室の利用率が高く，
その他のサービス施設の利用率がかなり低いので
ある。それゆえ，他のサービス施設の利用率を向
上する施策を講じなければならない。例えば，専
門的なコーディネーターの資格を作り，サービス
施設利用の計画や，誘導・指導を行い，高齢者の
参加意欲を高め，サービス施設をただの娯楽施設
にしないように工夫することが必要である。こう
することで，高齢者の社会参加が促進され，介護
予防の効果も期待できると思われる。
本稿の限界として，①「社区養老」サービスに
関し，利用者の人数と利用率が把握できなかった
こと，②都市部の「社区養老」方式に注目し，農
村部における「社区養老」方式の現状を検討しな
かったこと，③居宅養老サービス会社や，高齢者
福祉施設への調査を行わなかったこと，④なぜ地
方が独自の要介護度の判断基準と言葉を使用して
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いるかについて，政府や担当者に聞けなかったこ
と等が挙げられる。それぞれを今後の課題とした
い◎
【注】
1)第1回高齢者問題世界会議(frstWorldAssembly
onAgeing,ウィー ン,1982年）において，国連
(UN)は，人口総数のうち60歳以上の人口が占め
る割合が10%,或いは65歳以上の人口が占める割
合が7％に達した国や地域を高齢化社会の基準と
している（汪2015:1)。
中国では，一般的に，前者の基準を用いる。本稿
においても60歳以上の者を高齢者とし,60歳以上
の人口が占める割合が10%に達することを高齢化
社会の基準とする。
2）中国では，人口統計の場合，一般的に中国大陸の
データを使用する。大陸とは,31の省，自治区，
直轄市のことを意味し，香港，マカオ，台湾は含
まれていない。
本稿においても，中国の高齢者総人口や高齢化率
について，特に説明がない場合は，中国大陸のこ
とを指している。
3）「中華人民共和国老人権益保障法」における「高
齢者」とは，満年齢で60歳以上の公民を言う。
4)2015年10月29日に廃止された。
5）「社区居民委員会」は，社区内住民によって構成
される自治組織でありながら，末端行政機関街道
弁事処の下にあり，その指示に沿って，地域サー
ビス活動を展開し，所在する区政府または街道弁
事処の政策的業務の一部を担当している。
6）1956年に「単位」制度は中国全国で実施された。
当時「単位（企業，学校，軍，政府機関等，全て
の職場組織を意味している)」は，あらゆる面で
従業員の生活保障に貢献していた（張2014:2)。
建国後，中国政府は都市部で「単位」制度を確立
し，都市住民を各種方式でさまざまな「単位」に
組織し，高度に統合された都市社会を実現した。
「単位」は給料，福利厚生，及び各種の政治的社
会的資源の分配について責任を負い，それゆえに
所属する｢単位｣のある都市住民は相応の政治的，
福祉的，社会的待遇を享受することができるとと
もに,「単位」によって厳格に管理されていた（唐
2012:97)。
7）安全網から漏れた人はごく少数であり，当時の
理解では彼らこそ社会からの援助が必要な人々
であったから，三無高齢者を対象として，傷痩
軍人を主とした社会福祉事業が形成された（沈
2007:19)。
8)2015年に第四回目の改正が行われたが，第1章第
5条と第2章第13条の内容は変更していないので
ある。
9）老齢科学研究センターによって実施された。20の
省（自治区・直轄市）における'60の市（県)，
640の街道（郷)，2000の居（村）民委員会を対象
地とし,60歳以上の高齢者を2万人訪問し，調査
を行った。有効回収数は19,986である。
10)老齢科学研究センターは,高齢者の要介護度を｢食
事｣，「更衣｣，「ベッドを下りたり上ったりするこ
と｣，「トイレの使用｣，「室内の移動｣，「入浴」と
いう6項目のセルフケアにおいて,「苦労しない｣，
「やや困難｣，「できない」の3等級で評価する。
回答が全部「苦労しない」の場合は「完全自立｣，
1項目さえ「やや困難」になれば「部分自立｣，
，項目さえ「できない」になれば「自立できない」
と判断する。さらに，「自立できない」と判断さ
れた高齢者において,1-2項目「自立できない」
は「軽度失能｣,3－4項目「自立できない」は「中
度失能｣，5項目以上「自立できない」は「重度
失能」と判定される。即ち，「部分自立」と判断
された高齢者のことを「半失能高齢者｣，「自立で
きない」と判断された高齢者のことを「失能高齢
者」と言う。
11)政府が建設し，運営するタイプである。
12)政府が建設し，運営は民間に委託するタイプであ
る。
13）民間が建設し，政府は助成金等支援するタイプで
ある。
14)中国においては，国に特別な貢献や犠牲をした人
を優先的な扶助対象にし，政治的名誉を与え，精
神的な慰問と金銭的な配慮をする。特に傷痩軍人
の家族や遺族のことを指している。
15）2000年に，高齢者の生活支援や介護等に携わる者
に対して，「養老護理員（高齢者介護サービス員）
国家職業標準」が制定された。これにより，高齢
者サービスを初級，中級，高級，技師の4つのレ
ベルに分け，それぞれ目標を設定した。また，し
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ベル別に必要な知識と技術を細かく規定した。日
本の国家資格と比較して考える場合，養老護理員
は，介護福祉士と似ているが，日本と同等の水準
にはまだ達していないことに留意していきたい。
16)『クラウン中日事典』よって，民政の対象は，「選
挙，行政区画地方行政，戸籍，国籍『民工』
の動員，結婚登記，社団登記，慰問救済活動等」
と記されている（松岡榮志（2㈹1）『クラウン中
日事典』第1刷三省堂766頁)。
17）その原因は，第2章の第2項の第2「入所施設に
対する抵抗感の実状と由来」において検討された
から，ここは説明を省略する。
'8）調査当時には，金沢大学人間社会研究域において
倫理審査委員会がまだ設置されていなかっため，
審査の申告を行っていないことをお断りしておく。
'9）高齢者大学とは，社会の発展に追いつくように，
高齢者の生活を豊にするように，健康や，芸術，
料理,パソコン,英語等に関する授業を開講する。
地域によって，講義の内容が異なる。
20）家政服務員（家政サービス員）は，これまで同居
家族や親族，コミュニティ等において行われてき
た家事，介護，育児，看護等の再生産労働を，賃
金によって代替し提供する人員のことである。
2㈹0年7月に「家政服務員国家資格職業標準」が
制定され，上記のようなサービスを家政サービス
と位置付け，家政サービス員を正式な職業とし，
初級，中級，高級の3レベルに分けた。
21）『食品安全法』や『公共場所衛生管理条例」等の
法律に基づき，食品生産販売，公共サービス，化
粧品･使い捨て医療衛生用品等の生産,有毒･有害・
放射性作業，託児・保育機構という5つの業種に
従事する人は必ず健康証を持つことが必要である。
22）越城区民生局における『越城区において全面的に
高齢者サービスバウチャー制度実施の計画（中国
語では越城区全面実施政府ﾈﾄ貼胸笑弄老服努工作
方案)』の発行に関する通知（越民[2013)37号）
の付録2「越城区生活自立能力評価表（中国語で
は越城区生活自理能力坪佑表)」において，「食
事｣，「個人衛生｣，「更衣｣，「トイレの使用｣，「移
動｣という5項目のセルフケアにおいて,｢正常(0
点)｣，「軽度依頼(1点)｣，「中度依頼(5点)｣，
「重度依頼（10点)」の4等級で評価する。総点数
が「0－3」の場合は「正常｣,｢4-9」の場合は「軽
度依頼｣，「10-18」の場合は「中度依頼｣，「19以
上」の場合になれば「重度依頼」と判断する。
23)2015年10月からは,70歳以上の高齢者を対象に，
正式的に無料でワンタッチ緊急通報機の設置が進
められた。12月中旬までは,14,598名の高齢者が
申請し，7,851名の高齢者におけるワンタッチ緊急
通報機の設置が完了した。
24）松岡榮志（2001）「クラウン中日事典j第1刷三省
堂991頁
25）松岡榮志（2㈹1）『クラウン中日事典j第1刷三省
堂795頁
26）松岡榮志（2001）『クラウン中日事典』第1刷三省
堂1312頁
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